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(57)【要約】
システムは、先頭本体及び少なくとも一つの電極を有す
る先頭部と、少なくとも一つの電極の近くで先頭本体に
沿って配置され、先頭部が体内に位置決めされたとき近
くの組織に傷つけずに先頭部を固定するのを支援する保
持機構とを含んでいる。システムは、先頭本体及び少な
くとも一つの電極を有する先頭部と、先頭部が体内に位
置決めされたとき近くの組織に傷つけずに先頭部を固定
するのを支援するコイル状の保持機構とを含んでいる。
目標の神経組織を刺激するための先頭部は、細長い本体
と、細長い本体に沿って配置された少なくとも一つの電
極と、少なくとも一つの電極の近くで先頭本体に沿って
配置され、目標の神経組織近くの組織に細長い本体を固
定するのを支援する受動的な保持機構とを含んでいる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　先頭本体及び少なくとも一つの電極を有する先頭部と、
　少なくとも一つの電極の近くで先頭本体に沿って配置され、先頭部が体内に位置決めさ
れたとき近くの組織に傷つけずに先頭部を固定するのを支援する保持機構と、
を備えたシステム。
【請求項２】
　保持機構は、さらに、制御可能で変形可能な部分を備える、請求項１記載のシステム。
【請求項３】
　保持機構は、さらに、コイル状の保持機構を備える、請求項１記載のシステム。
【請求項４】
　保持機構は、先頭部を操縦するための第１の配置、及び保持機構として働く第２の配置
へ移動可能である、請求項１記載のシステム。
【請求項５】
　保持機構は、第１及び第２の配置へ可逆的に移動可能である、請求項４記載のシステム
。
【請求項６】
　保持機構は、媒体を備える、請求項１記載のシステム。
【請求項７】
　保持機構は、探り針によって曲げない配置に保持され、かつ、探り針が除去されたとき
、保持機構は保持配置へ移動する、請求項１記載のシステム。
【請求項８】
　保持機構は、電極あるいは目標の神経組織の一部を含む、体積の近くへ注入される、請
求項１記載のシステム。
【請求項９】
　さらに、ゲルあるいは拡張可能な媒体の注入に適しかつ構成された電極体においてポー
トを備える、請求項１記載のシステム。
【請求項１０】
　保持機構は、組織の成長を促進するように選択された材料から形成され、あるいは上記
材料で覆われている、請求項１記載のシステム。
【請求項１１】
　先頭本体及び少なくとも一つの電極を有する先頭部と、
　少なくとも一つの電極の近くで先頭本体に沿って配置され、かつ先頭部が体内に位置決
めされたとき近くの組織に先頭部を固定するのを支援するコイル状の保持機構と、
を備えたシステム。
【請求項１２】
　コイル状の保持機構は、先頭部が体内にあるとき、傷つけずに近くの組織と相互に作用
するように構成される、請求項１１に記載のシステム。
【請求項１３】
　コイル状の保持機構の直径は、コイル状の保持機構の長さに沿って略一定である、請求
項１１に記載のシステム。
【請求項１４】
　コイル状の保持機構の少なくとも一部は、先頭本体に埋め込まれている、請求項１１に
記載のシステム。
【請求項１５】
　先頭本体は、第１直径の第１部分と、第１直径よりも小さい第２直径の第２部分とを有
し、コイル状の保持機構は、第２部分に沿って配置される、請求項１１に記載のシステム
。
【請求項１６】
　コイル状の保持機構の外径は、第１直径とほぼ同じである、請求項１５に記載のシステ
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ム。
【請求項１７】
　コイル状の保持機構の外径は、第１直径よりも大きい、請求項１５に記載のシステム。
【請求項１８】
　コイル状の保持機構は、拡張状態を有し、拡張状態におけるコイル状の保持機構の直径
は、第１直径にほぼ等しい、あるいは第１直径未満である、請求項１５に記載のシステム
。
【請求項１９】
　コイル状の保持機構が配置される先頭本体に沿って、先頭部は柔軟である、請求項１１
に記載のシステム。
【請求項２０】
　コイル状の保持機構は、長方形状断面を有する平面ワイヤーを備える、請求項１１に記
載のシステム。
【請求項２１】
　コイル状の保持機構は、生体再吸収可能である、請求項１１に記載のシステム。
【請求項２２】
　コイル状の保持機構は、組織の成長を可能にするように構成されている、請求項１１に
記載のシステム。
【請求項２３】
　先頭本体は概して円筒状であり、送達装置の内腔を通り進むように構成されている、請
求項１１に記載のシステム。
【請求項２４】
　近くの組織は、患者の背中に位置する、請求項１１に記載のシステム。
【請求項２５】
　近くの組織は、後根神経節の近くにある、請求項１１に記載のシステム。
【請求項２６】
　コイル状の保持機構の一端のみが先頭本体に取り付けられている、請求項１１に記載の
システム。
【請求項２７】
　先頭部の近位部に隣接するコイル状の保持機構の直径は、先頭部の遠位部に隣接するコ
イル状の保持機構の直径よりも大きい、請求項１１に記載のシステム。
【請求項２８】
　先頭部の近位部に隣接するコイル状の保持機構の直径は、先頭部の遠位部に隣接するコ
イル状の保持機構の直径よりも小さい、請求項１１に記載のシステム。
【請求項２９】
　目標の神経組織を刺激するための先頭部であって、
　細長い本体と、
　細長い本体に沿って配置された少なくとも一つの電極と、
　少なくとも一つの電極に近くで先頭本体に沿って配置され、かつ目標の神経組織に近く
の組織に細長い本体を固定するのを支援するように構成された受動的な保持機構と、
を備えた先頭部。
【請求項３０】
　受動的な保持機構は、摩擦によって固定するのを支援する、請求項２９に記載の先頭部
。
【請求項３１】
　受動的な保持機構の表面の少なくとも一部は、先頭部が体内に注入されたとき、受動的
な保持機構の表面と周辺組織との間の摩擦を増すように処理されている、請求項２９に記
載の先頭部。
【請求項３２】
　受動的な保持機構は、組織の成長によって固定するのを支援する、請求項２９に記載の
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先頭部。
【請求項３３】
　受動的な保持機構は、少なくとも一つの電極が目標の神経組織を刺激している間、非神
経組織に固定するのを支援するような位置に先頭本体に沿って配置される、請求項２９に
記載の先頭部。
【請求項３４】
　目標の神経組織は、後根神経節を含む、請求項２９に記載の先頭部。
【請求項３５】
　受動的な保持機構はコイルを含む、請求項２９に記載の先頭部。
【請求項３６】
　コイルは、細長い本体と実質的に同軸で配置される、請求項３５に記載の先頭部。
【請求項３７】
　受動的な保持機構は、先頭本体に沿った軸の移動に対して固定される、請求項２９に記
載の先頭部。
【請求項３８】
　受動的な保持機構の最も遠位の端は、少なくとも一つの電極の最も近位の電極におよそ
５ｍｍから２ｃｍに配置される、請求項３７に記載の先頭部。
【請求項３９】
　受動的な保持機構は、あらかじめ規定された方法で曲がるように構成された編み組み構
造を備える、請求項２９に記載の先頭部。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願との相互参照
　この出願は、名称「非縫合の先頭保持機構」にて２００７年１月２７日に出願された米
国仮出願番号Ｎｏ．６０／８９８，３４２、及び名称「コイル状先頭保持機構」にて２０
０７年１０月１２日に出願された米国仮出願番号Ｎｏ．６０／９９８，７２２に優先権を
主張する。それらの各仮特許出願は、それらの全てを参考として本書に組み込まれる。
　参考による編入
　この明細書内で述べられた全ての刊行物及び特許出願は、これらの刊行物又は特許出願
が参考により組み込まれるべきであると明確に及び個々に示されていたかのように、同じ
範囲まで参考により本願明細書に組み込まれる。
【背景技術】
【０００２】
　生体構造部分、特に脊髄の組織及び末梢神経系への電気的刺激及び薬物送達は、しばし
ば、一つ又は複数の先頭部又は送達装置の患者の体内への注入を含む。先頭部又は送達装
置は、目標組織と、一般的に遠隔位置に注入される、注入可能なパルス発生器（ＩＰＧ）
又は薬貯槽との間に延在する。先頭部又は送達装置の正確な位置決めは、最適な処置のた
めに要求される。特定の目標位置への薬又は刺激の投与における精度は、治療及び患者満
足感の有益な効果を最大にすることができる。継続的な成功治療を保証するため、そのよ
うな精度が時間的に維持されることが望まれる。
【０００３】
　例えば、硬膜に先頭部を注入するとき、医者は、硬膜上腔まで生体組織を外科的に開か
ねばならず、そして、硬膜上腔内へ先頭部を所望の位置まで挿入する。透視は医者を援助
する。また、治療の試行錯誤テストは、治療のための所望の場所を確定する。一旦、最適
に位置したならば、先頭部をその位置に維持することが望まれる。一般的に、これは、先
頭部に縫合スリーブを取り付けて、先頭部が硬膜上腔に入るところの周辺組織に上記スリ
ーブを縫合することによるような、適所に先頭部を縫合することにより試みられる。さら
に、縫合は、スリーブと先頭部との間の移動を防ぐために設けられる。スリーブと先頭部
との間の接続品質は、縫合の堅さに依存し、非常に可変である。かかる縫合は、時間がか
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かり、退屈であり、誤りが生じやすい。さらに、再配置には縫合の除去及び再縫合が必要
である。また、かかる縫合は、適切な周辺組織の質及び利用可能性、及び医者のアクセス
のしやすさに依存する。
【０００４】
　残念ながら、先頭部は、注入後、周辺組織の運動により時間とともに移動することが知
られている。よって、移動に抵抗するため、先頭部を固定する試みがなされている。例え
ば、硬膜に先頭部を注入するとき、医者は、硬膜上腔内へ先頭部を挿入し、次に、一般的
には周辺の軟らかい組織に先頭部を縫合する。ペースメーカーの先頭部は、一般的に、心
臓の又はその近くの軟らかい組織に固定される。そして、経皮的カテーテルあるいは末梢
血管用中心静脈カテーテル（ＰＩＣＣ）が体の外側の皮膚に縫合される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、これらの方法は、見通しが利くときの縫合技術によって、固定する位置
にアクセスできないところで、低侵襲的な治療に適用可能ではない。さらに、軟組織への
そのような表面上の縫合は、先頭部の移動を可能とする運動の間及び時間とともに軟組織
が伸びることができる点で安定性に欠ける。したがって、生体組織内に先頭部、カテーテ
ル、及び他の装置を固定する機構で、効果を高め移動の可能性を減じるため、簡単で、使
用に有効で、信頼でき、刺激又は薬物送達の部位のすぐ近くへの固定が可能である機構を
提供することが望まれる。そのような目的の少なくとも幾つかは、本発明により達成され
るだろう。生体組織内に先頭部、カテーテル、及び他の装置を固定する機構で、簡単に使
用でき効率的で、信頼でき、及び調整可能な機構を提供することが望まれる。そのような
目的の少なくとも幾つかは、本発明の実施形態により達成されるだろう。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　一つの実施態様において、先頭本体及び少なくとも一つの電極を有する先頭部と、少な
くとも一つの電極の近くで先頭本体に沿って配置され、先頭部が体内に位置決めされたと
き近くの組織に傷つけずに先頭部を固定するのを支援する保持機構とを有するシステムが
提供される。
【０００７】
　一つの態様において、保持機構は、また、制御可能で変形可能な部分を含んでいる。
【０００８】
　一つの態様において、保持機構は、また、コイル状の保持機構を含んでいる。
【０００９】
　一つの態様において、保持機構は、先頭部を操縦するための第１の配置、及び保持機構
として働く第２の配置へ移動可能である。
【００１０】
　一つの態様において、保持機構は、第１及び第２の配置へ可逆的に移動可能である。
【００１１】
　一つの態様において、保持機構は、ゲルあるいは拡張可能な媒体を備える。
【００１２】
　一つの態様において、保持機構は、探り針によって曲げない配置に保持され、また、探
り針が除去されたとき、保持機構は保持配置へ移動する。
【００１３】
　一つの態様において、保持機構は、体積の近くで、電極あるいは目標の神経組織の一部
を含むところへ注入される。
【００１４】
　一つの態様において、システムは、また、ゲルあるいは拡張可能な媒体の注入に適しか
つ構成された電極体にポートを含んでいる。
【００１５】
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　一つの態様において、保持機構は、組織の成長を促進するように選択された材料から形
成され、あるいは上記材料で覆われている。
【００１６】
　一つの実施態様において、先頭本体及び少なくとも一つの電極を有する先頭部と、少な
くとも一つの電極の近くで先頭本体に沿って配置され、先頭部が体内に位置決めされたと
き近くの組織に先頭部を固定するのを支援するコイル状の保持機構とを含むシステムを提
供する。
【００１７】
　一つの態様において、コイル状の保持機構は、先頭部が体内にあるとき、傷つけずに近
くの組織と相互に作用するように構成される。
【００１８】
　一つの態様において、コイル状の保持機構の直径は、コイル状の保持機構の長さに沿っ
て略一定である。
【００１９】
　一つの態様において、コイル状の保持機構の少なくとも一部は、先頭本体に埋め込まれ
ている。
【００２０】
　一つの態様において、先頭本体は、第１直径の第１部分と、第１直径よりも小さい第２
直径の第２部分とを有し、コイル状の保持機構は、第２部分に沿って配置される。
【００２１】
　一つの態様において、コイル状の保持機構の外径は、第１直径とほぼ同じである。
【００２２】
　一つの態様において、コイル状の保持機構の外径は、第１直径よりも大きい。
【００２３】
　一つの態様において、コイル状の保持機構は、拡張状態を有し、拡張状態におけるコイ
ル状の保持機構の直径は、第１直径にほぼ等しい、あるいは第１直径未満である。
【００２４】
　一つの態様において、コイル状の保持機構が配置される先頭本体に沿って、先頭部は柔
軟である。
【００２５】
　一つの態様において、コイル状の保持機構は、長方形状断面を有する平面ワイヤーを備
える。
【００２６】
　一つの態様において、コイル状の保持機構は、生体再吸収可能である。
【００２７】
　一つの態様において、コイル状の保持機構は、組織の成長を可能にするように構成され
ている。
【００２８】
　一つの態様において、先頭本体は概して円筒状であり、送達装置の内腔を通り進むよう
に構成される。
【００２９】
　一つの態様において、近くの組織は、患者の背中に位置する。
【００３０】
　一つの態様において、近くの組織は、後根神経節の近くにある。
【００３１】
　一つの態様において、コイル状の保持機構の一端のみが先頭本体に取り付けられている
。
【００３２】
　一つの態様において、先頭部の近位部に隣接するコイル状の保持機構の直径は、先頭部
の遠位部に隣接するコイル状の保持機構の直径よりも大きい。
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【００３３】
　一つの態様において、先頭部の近位部に隣接するコイル状の保持機構の直径は、先頭部
の遠位部に隣接するコイル状の保持機構の直径よりも小さい。
【００３４】
　一つの実施態様において、目標の神経組織を細長い本体で刺激する先頭部と、細長い本
体に沿って配置された少なくとも一つの電極と、少なくとも一つの電極に近くで先頭本体
に沿って配置され、かつ目標の神経組織に近くの組織に細長い本体を固定するのを支援す
るように構成された受動的な保持機構とを設ける。
【００３５】
　一つの態様において、受動的な保持機構は、摩擦によって固定するのを支援する。
【００３６】
　一つの態様において、受動的な保持機構の表面の少なくとも一部は、先頭部が体内に注
入されたとき、受動的な保持機構の表面と、周辺組織との間の摩擦を増すように処理され
ている。
【００３７】
　一つの態様において、受動的な保持機構は、組織成長によって固定するのを支援する。
【００３８】
　一つの態様において、受動的な保持機構は、少なくとも一つの電極が目標の神経組織を
刺激している間、非神経組織に固定するのを支援するような位置に先頭本体に沿って配置
される。
【００３９】
　一つの態様において、目標の神経組織は、後根神経節を含む。
【００４０】
　一つの態様において、受動的な保持機構はコイルを含む。
【００４１】
　一つの態様において、コイルは、細長い本体と実質的に同軸で配置される。
【００４２】
　一つの態様において、受動的な保持機構は、先頭本体に沿った軸の移動に対して固定さ
れる。
【００４３】
　一つの態様において、受動的な保持機構の最も遠位の端は、少なくとも一つの電極の最
も近位の電極におよそ５ｍｍから２ｃｍに配置される。
【００４４】
　一つの態様において、受動的な保持機構は、あらかじめ規定された方法で曲がるように
構成された編み組み構造を備える。
【００４５】
　一つの実施態様において、先頭本体及び少なくとも一つの電極を有する先頭部と、先頭
本体に配置された少なくとも一つの保持機構と備えたシステムで、保持機構は近くの組織
に先頭部を固定するのを支援するように構成された少なくとも一つの突起を備えるシステ
ムを提供する。
【００４６】
　一つの態様において、近くの組織は患者の背中に位置する。
【００４７】
　一つの態様において、近くの組織は後根神経節の近くにある。
【００４８】
　一つの実施態様において、保持機構は、先頭本体に装着可能な管状構造と、半径方向で
外側に拡張可能な少なくとも一つの突起とを備える。一つの態様において、管状の構造は
、刺激を提供するように構成された最も遠位の電極から遠位にある先頭本体に沿った位置
に装着可能である。
【００４９】



(8) JP 2010-516436 A 2010.5.20

10

20

30

40

50

　一つの態様において、管状の構造は、刺激を提供するように構成された最も近位の電極
に近い先頭本体に沿った位置に装着可能である。
【００５０】
　一つの態様において、少なくとも一つの突起は、再吸収可能な材料を備える。
【００５１】
　一つの態様において、少なくとも一つの突起は、先頭本体の複数の面あるいは方向にお
ける動きに抵抗するように拡張可能である。別の実施態様において、第１直径を有する第
１部分、及び第２直径を有する第２部分を有する本体で、第２直径は第１直径よりも小さ
い本体と、第２部分の周りに配置されるコイルとを備えたシステムが存在する。
　一つの態様において、コイルは拡張状態を有し、該拡張状態におけるコイルの直径は、
第１直径にほぼ等しい、あるいは第１直径よりも小さい。
【００５２】
　一つの態様において、コイルは組織成長を可能にするように構成される。
【００５３】
　一つの態様において、筒状体は、送達装置の内腔を通して進めることができる。
【００５４】
　さらに、上述した様々な実施態様及び態様の組み合わせから他の追加の実施態様が可能
である。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１Ａ】図１Ａは、先頭本体に沿った様々な位置に保持機構を有する先頭部の実施形態
を図示する。
【図１Ｂ】図１Ｂは、先頭本体に沿った様々な位置に保持機構を有する先頭部の実施形態
を図示する。
【図２】図２は、ひずみ軽減部及び複数の保持機構を有する先頭部の実施形態を図示する
。
【図３Ａ】図３Ａは、先頭部の注入を図示し、ここで治療用の目標領域は後根神経節を含
む。
【図３Ｂ】図３Ｂは、先頭部の注入を図示し、ここで治療用の目標領域は後根神経節を含
む。
【図４】図４は、本発明の保持機構を有する先頭部の実施形態を図示する。
【図５】図５は、図４の先頭本体の一部の軸方向の断面図である。
【図６】図６は、コイルが長方形状断面を有する平面ワイヤーを備える実施形態を図示す
る。
【図７】図７は、図６の先頭本体の一部の軸方向における断面図である。
【図８】図８は、コイルが先頭本体の直径を超えて拡張可能な実施形態を図示する。
【図９Ａ】図９Ａは、コイル形状を有する保持機構を図示する。
【図９Ｂ】図９Ｂは、コイル形状を有する保持機構を図示する。
【図９Ｃ】図９Ｃは、コイル形状を有する保持機構を図示する。
【図１０】図１０は、予め形成された突起を備えた保持機構を図示する。
【図１１Ａ】図１１Ａは、少なくとも一つの扇形の端を有するスリーブを備えた保持機構
を図示する。
【図１１Ｂ】図１１Ｂは、少なくとも一つの扇形の端を有するスリーブを備えた保持機構
を図示する。
【図１１Ｃ】図１１Ｃは、少なくとも一つの扇形の端を有するスリーブを備えた保持機構
を図示する。
【図１２】図１２は、少なくとも一つの突起可能な端を有するスリーブを備えた保持機構
を図示する。
【図１３】図１３は、少なくとも一つの柔軟な端を有するスリーブを備えた保持機構を図
示する。
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【図１４】図１４は、バネ付勢された一若しくは複数の突起を有する保持機構を図示する
。
【図１５Ａ】図１５Ａは、複数の突起を有する保持機構を図示する。
【図１５Ｂ】図１５Ｂは、複数の突起を有する保持機構を図示する。
【図１６Ａ】図１６Ａは、ループ形状を有する保持機構を図示する。
【図１６Ｂ】図１６Ｂは、ループ形状を有する保持機構を図示する。
【図１６Ｃ】図１６Ｃは、ループ形状を有する保持機構を図示する。
【図１７Ａ】図１７Ａは、拡張可能な支柱を有する管状構造を備えた保持機構を図示する
。
【図１７Ｂ】図１７Ｂは、拡張可能な支柱を有する管状構造を備えた保持機構を図示する
。
【図１８Ａ】図１８Ａは、少なくとも一つの拡張可能なフラップを有する保持機構を図示
する。
【図１８Ｂ】図１８Ｂは、少なくとも一つの拡張可能なフラップを有する保持機構を図示
する。
【図１９】図１９は、少なくとも一つの拡張可能なフラップを有する保持機構を図示する
。
【図２０】図２０は、少なくとも一つの拡張可能なフラップを有する保持機構を図示する
。
【図２１Ａ】図２１Ａは、先頭本体に組み込まれた保持機構を図示する。
【図２１Ｂ】図２１Ｂは、先頭本体に組み込まれた保持機構を図示する。
【図２２Ａ】図２２Ａは、先頭本体に組み込まれた保持機構を図示する。
【図２２Ｂ】図２２Ｂは、先頭本体に組み込まれた保持機構を図示する。
【図２３Ａ】図２３Ａは、拡張可能な材料を備えた保持機構を図示する。
【図２３Ｂ】図２３Ｂは、拡張可能な材料を備えた保持機構を図示する。
【図２４Ａ】図２４Ａは、保持機構としての注入可能なゲル又は拡張可能な媒体の使用を
図示する。
【図２４Ｂ】図２４Ｂは、保持機構としての注入可能なゲル又は拡張可能な媒体の使用を
図示する。
【図２５】図２５は、制御可能に変形可能な先端を有する刺激先頭部の斜視図である。
【図２６Ａ】図２６Ａは、探り針によって真っすぐになり通常は曲がった先頭部の断面図
を図示する。
【図２６Ｂ】図２６Ｂは、探り針が除去された状態において図２６Ａにおける先頭部の断
面図である。
【図２６Ｃ】図２６Ｃは、探り針が除去された状態において図２６Ａにおける先頭部の斜
視図である。
【図２７Ａ】図２７Ａは、探り針の先頭部遠位端の断面図を図示する。
【図２７Ｂ】図２７Ｂは、図２７Ａの実施形態の一部の拡大図を図示する。
【図２８Ａ】図２８Ａは、押し棒が保持機構と係合した先頭部遠位端の断面図を図示する
。
【図２８Ｂ】図２８Ｂは、図２７Ａの実施形態の一部の拡大図を図示する。
【図２９Ａ】図２９Ａは、保持機構を先頭部遠位端外へ押すように押し棒を係合した状態
での先頭部遠位端の断面図を図示する。
【図２９Ｂ】図２９Ｂは、図２９Ａの実施形態の一部の拡大図である。
【図３０】図３０は、図２９Ａ及び図２９Ｂにおける先頭部の斜視図を図示する。
【図３１Ａ】図３１Ａは、非湾曲形態における編み組み保持構造の断面図を図示する。
【図３１Ｂ】図３１Ｂは、湾曲形態における様々な編み組み保持構造の実施形態を図示す
る。
【図３１Ｃ】図３１Ｃは、湾曲形態における様々な編み組み保持構造の実施形態を図示す
る。
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【図３１Ｄ】図３１Ｄは、湾曲形態における様々な編み組み保持構造の実施形態を図示す
る。
【発明を実施するための形態】
【００５６】
　体内の所望位置に先頭部、カテーテル、あるいは他の装置を固定又は保持するために、
種々の保持機構が提供される。好ましい実施形態において、周辺組織へ保持機構を縫合す
る必要なく、先頭部又はカテーテルが保持機構自身によって適所に保持されるように、保
持機構は非縫合である。このことは、使いやすさ、治療時間の低減、医者が手術針及び縫
合による直接アクセスによるのと同様に容易にアクセスできないような領域に固定する能
力を支援する。同様に、保持機構は、バネ力によってあるいは追加操作なしに保持機構を
配置可能とする、典型的に自己作動あるいは自己拡張である。
【００５７】
　図１Ａ～図１Ｂは、先頭本体７０１、少なくとも一つの電極７０４、及び少なくとも一
つの保持機構７０６を有する先頭部７００の一例を図示している。先頭部７００は、電極
７０４が組織Ｔの目標領域Ａを刺激するように位置決めされるように、組織Ｔ内に注入さ
れて示される。図１Ａにおいて、電極７０４は、先頭本体７０１の遠位端７１０の近くに
配置され、保持機構７０６は、電極７０４の近くに配置される。図１Ｂにおいて、保持機
構７０６は、電極７０４の近くに配置される。よって、先頭部７００が目標領域Ａの外部
で保持されるので、先頭部７００は、適切な固定用組織を含まない目標領域Ａを刺激する
ように目標領域Ａの片側あるいは両側に任意に位置決めすることができる。このことは、
先頭部７００をより大きい柔軟性にて配置することを可能にする。
【００５８】
　いくつかの実施形態において、保持機構７０６は、保持機構７０６の最適な位置決めを
可能にするため、先頭部７００の軸方向に調節可能である。他の実施形態において、保持
機構７０６は、一般に所要の場所に適所に固定される。あるいは、固定に適する組織に整
列する保持機構７０６が適当な位置に先頭部を保持するために使用されるように、複数の
保持機構７０６が先頭部７００の軸方向に沿って適所に固定可能である。いずれの実施形
態においても、複数の保持機構７０６がその軸方向に沿って所定間隔で存在可能であるこ
とが好ましい。
【００５９】
　この実施形態において、保持機構７０６は、先頭本体７０１から半径方向で外側に延在
する複数の突起７１２を備える。突起７１２は、周辺組織Ｔと係合し、摩擦力のようなも
のにより組織Ｔに先頭部７００を固定する。そのような突起７１２は、ファイバー、フィ
ラメント、ワイヤー、縫合、糸、ポリマー、あるいは他の材料で構成可能である。典型的
には、突起７１２は、細長い軸又はロッドのような毛髪状のあるいはひげ状の形状を有す
る。しかしながら、突起７１２は、任意の適当な形状、長さ、あるいは直径を有すること
ができる。突起７１２の先端は、尖っていない、あるいは尖っていてもよく、又は、返し
あるいは釣り針のような他の形状を有することができる。さらに、いずれの数の突起７１
２が存在してもよく、突起は各保持機構７０６内で変更可能である。突起７１２は、種々
の方向又は面における移動に抵抗するように、先頭本体７０１から任意の角度又は複数の
角度で延在可能である。配送の間、突起７１２は、シース、デリバリーカテーテル、ある
いは他の適当な手段にて覆われる。先頭部７００は、所望の位置へ進められ、シースは突
起７１２が半径方向で外側に延在可能に引っ込められる。
【００６０】
　図２は、少なくとも一つの保持機構７０６を有する先頭部７００の実施形態を図示する
。ここで、保持機構７０６は、電極７０４の近くで遠位端に示されている。さらに、先頭
部７００は、ひずみ軽減部７１６を含んでいる。この実施形態において、ひずみ軽減部７
１６は、電極７０４の近くに配置され先頭部７００の２つの部分を連結するコイル７１８
を備える。よって、先頭部７００の近位端からの引っ張り又は運動の場合、そのような動
きは、コイル７１８に吸収され、先頭部７００の遠位端を安定させるであろう。遠位端は
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、遠位に位置する保持機構７０６によって適所にさらに固定される。
【００６１】
　本発明の保持機構７０６は、先頭部あるいはカテーテルを任意の組織に注入するために
使用可能であるが、保持機構７０６は、脊柱の組織を治療する先頭部又はカテーテルの注
入に特に適している。図３Ａ～図３Ｂは、先頭部７００の注入を図示し、治療される目標
領域Ａは、後根神経節ＤＲＧを含む。図３Ａは、横腹から、側面あるいは経皮的なアプロ
ーチのような、脊柱の外部からＤＲＧへの順行性アプローチを図示する。代わりに、逆行
性アプローチが用いられてもよい。先頭部７００は、電極７０４がＤＲＧに近いように位
置し、先頭本体７０１は、背中、横腹、又は尻の組織内への注入のため、脊柱Ｓから離れ
て延在する。この実施形態では、先頭部７００は、注入の間、組織内に先頭本体７０１を
固定するのを支援するため、先頭本体７０１に沿って配置される保持機構７０６を含む。
示されるように、保持機構７０６は、摩擦力に耐えることができる支持組織と係合可能な
場所で、電極７０４の近くに配置される。そのような場所での固定は、固定力及び移動に
よる崩壊なしに、先頭部７００の遠位端がＤＲＧの近くでより傷つきやすい生体構造内に
存在することを可能にする。
【００６２】
　図３Ｂは、間接突起（不図示）と椎体（不図示）との間の背根及びＤＲＧへの順行性の
硬膜外アプローチを図示する。逆行性アプローチが代わりに用いられてもよいことが認識
可能である。電極７０４がＤＲＧの近くにあり、先頭本体７０１が脊柱Ｓに沿って延在す
るように、先頭部７００が位置決めされる。いくつかの場合、脊柱Ｓ内に固定することが
望まれない。よって、この実施形態では、先頭部７００は、固定力に耐え得るＤＲＧを超
えた組織に先頭本体７０１を固定するのを支援するために先頭部７０１の遠位端の近くに
配置される保持機構７０６を含む。
【００６３】
　保持機構の実施形態は、体内の所望の位置に先頭部、カテーテル又は他の装置を固定、
あるいは保持するために提供される。好ましい実施形態において、先頭部又はカテーテル
は、周辺組織に保持機構を縫合する必要なしに、保持機構自身によって適所に保持される
ように、保持機構は縫合がない。このことは、使いやすさ、治療時間の低減、及び低侵襲
性の方法によりアクセス可能な領域のように医者が容易にアクセス可能な領域ではない領
域への固定の可能性を支援する。
【００６４】
　図４は、先頭本体８０２、少なくとも一つの電極８０４、及び少なくとも一つの保持機
構８０６を有する先頭部８００の一例を図示する。組織Ｔの目標領域Ａを刺激するように
少なくとも一つの電極８０４が位置決めされるように、先頭部８００は組織Ｔ内に注入さ
れて図示されている。図４を参照して、電極８０４は、先頭本体８０２の遠位端８１０の
近くに配置され、保持機構８０６は、電極８０４の近くに配置される。よって、先頭部８
００は、先頭部８００が目標領域Ａの外部で保持されるので、目標領域Ａの片側又は両側
に適切な固定組織を含んでいない目標領域Ａを刺激するために任意に位置決めすることが
できる。しかしながら、保持機構８０６が目標領域Ａのすぐ近くに配置可能である。
【００６５】
　この実施形態では、保持機構８０６は、減じた直径を有する先頭本体８０２の部分８１
４の回りに巻かれたコイル８１２を備える。いくつかの実施形態において、部分８１４は
、先頭本体８０２の残り部分の外径にコイル８１２を整列させるために十分に減じられた
直径を有する。よって、先頭本体８０２の全体の直径は、部分８１４に沿うところも含め
て軸方向に実質的に均一である。しかしながら、コイルを所望の配置に位置決めするよう
に、部分８１４は、任意の適切な直径を有することができることは勿論である。例えば、
いくつかの実施形態では、コイル８１２は、部分８１４において先頭本体８０２へ埋め込
まれる。よって、先頭本体８０２の部分８１４は、コイル８１２が埋め込まれある場所で
縮小された直径を生成する領域においてでこぼこであってもよい。そのような埋め込みは
、典型的にコイル８１２の軸方向に沿って先頭本体８０２にコイル８１２を融合させる。
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【００６６】
　図５は、縮小された直径を有する部分８１４の一部を含む先頭本体８０２の一部の軸方
向の断面図である。示されるように、部分８１４は、先頭本体８０２（点線８１８にて示
されるように）の残り部分の外径にコイル８１２を整列させることを可能にするために十
分に減じた直径を有する。
【００６７】
　コイル８１２は、その各々の端部にて先頭本体８０２に固定することができる。あるい
は、コイル８１２は、一端で固定することができる。コイル８１２は、コイルの形状によ
り組織Ｔに摩擦を提供し、初期固定される。時間とともに、長期固定のため、組織Ｔはコ
イル８１２内に、及びコイルの回りに成長する。よって、コイル８１２は、受動的な保持
機構である。
【００６８】
　コイル８１２は、金属、ポリマー、弾性力のある若しくは超弾性材料、及び生体再吸収
可能な材料を含む任意の適切な材料で構成可能である。生体再吸収可能な材料は、短期間
の固定を強化することができ、それにもかかわらず、長期間にて容易な除去可能性を許容
する。同様に、コイル８１２は、任意の適当な長さであってもよく、及びコイル巻回の適
切な任意の間隔を有することができる。コイルの巻回は、コイルを形成するために用いら
れるワイヤーの幅とほぼ等しい距離にて間隔を置かれるように選択されてもよい。さらに
、コイル８１２は、円形、正方形、長方形、三角形、台形、などを含む適切な任意の断面
形状を有することができる。例えば、図６は、コイル８１２が長方形の断面形状を有する
平面ワイヤーを備える場合の実施形態を図示する。このような形状は、初期固定の間に周
辺組織Ｔに接するより大きな表面積を提供することにより、摩擦配置を増加させることが
できる。
【００６９】
　図７は、縮小された直径を有する部分８１４の一部を含む図６の先頭本体８０２の一部
について軸方向の断面図を提供する。示されるように、部分８１４は、先頭本体８０２の
残り部分の外径（点線８１８にて示されるように）にコイル８１２が整列することを可能
にするために十分に縮小された直径を有する。
【００７０】
　保持機構８０６を含む先頭本体８０２の実質的に均一な外形は、手術針あるいは他の低
侵襲性の送達装置を通り先頭部８００の送達を可能にする。さらに、保持機構８０６は、
複雑な配備方法を必要としない。
【００７１】
　保持機構８０６のコイル状のデザインは、先頭本体８０２が固定の位置で曲がることを
可能にする。したがって、先頭部８００は、入り組んだ経路に沿うのを含み、様々な解剖
学的領域に設けることができる。さらに、先頭部８００の配置は、保持機構８０６が先頭
本体８０２の柔軟さを制限しないので、保持機構８０６が組織経路に沿って存在可能な場
所を独立して決定可能である。そのような柔軟さは、また、ねじれるいかなる可能性も減
じる。
【００７２】
　保持機構８０６のコイル状デザインは、また、医者が先頭部８００の位置を変える、あ
るいは移動することを可能にしながら、周辺組織を著しく損傷することなく、周辺組織へ
最大の摩擦固定を可能にする。
【００７３】
　いくつかの場合において、コイル８１２は、先頭部８００に関するサスペンションとし
て作用可能である。例えば、コイル８１２は、その各端部で先頭本体８０２に取り付け可
能であり、コイル８１２の中央部が先頭本体８０２に沿って滑ることを可能にする。組織
がコイル８１２内に成長し始めた後、先頭本体８０２は、そのような摺動可能性を維持す
ることができる。よって、移動力が先頭本体８０２に作用したとき、先頭本体８０２は、
コイル８１２のバネ定数の限界内で移動可能であり、さらに反跳により受動的な位置に戻
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ることができる。
【００７４】
　本発明が上述の保持機構８０６の別の実施形態を含むことができることは勿論である。
例えば、いくつかの実施形態において、図８に示すように、コイル８１２は、先頭本体８
０２の直径を越えて拡張可能である。示されるように、部分８１４は、縮小された直径を
有するが、しかしながら、コイル８１２は、先頭本体８０２（点線８１８にて示されるよ
うに）の残り部分の外径を超えて拡張可能である。よって、部分８１４の縮小された直径
は、コイル８１２を圧縮可能とし、手術針を通る挿入のように送達の間に残りの先頭本体
８０２の直径と随意に同じ高さにし、さらに、送達後、コイル８１２を所望の寸法まで拡
張可能にする。
【００７５】
　コイル８１２が大きな直径で形成されて送達のためその径を縮小するようにねじられて
もよいことは勿論である。コイル８１２は、除去可能なシース又は外部の構成によりねじ
られた形態にて保持されてもよい。一旦、先頭部８００が望ましいように配置されれば、
その後、構成部は除去され、固定目的のために、その当初の大きな形状までコイル８１２
は拡張される。
【００７６】
　図４から図８に示され記述されたコイル状の保持機構は、電極７０４に対して、先頭本
体に沿って、異なる直径のコイル、異なる数のコイル、あるいは異なる配置のコイルを有
するように変更可能である。
【００７７】
　図９Ａから図９Ｃは、先頭本体７０１に装着された一若しくは複数のコイル７６６を備
えた保持機構７０６の実施形態を図示している。コイル７６６は、金属、ポリマー、弾性
力のある若しくは超弾性材料を含む適当な任意の材料を備えることができる。図９Ａは、
第１端７６８にて先頭本体７０１に取り付けられた、固定のあるいは摺動可能であるコイ
ル７６６、及び、自由端で伸長した第２端７６９までの先頭本体７０１の回りのコイルを
図示している。第１端７６８は、第１端７６８を先頭本体７０１に接合可能である、又は
第１端７６８に固定可能であり先頭本体７０１に対して移動可能であるカフス７７０によ
って先頭本体７０１に取り付けることができる。図９Ｂは、第１端７６８から第２端７６
９に向かい次第により大きな直径となる螺旋状で、漏斗形状を形成するコイル７６６を図
示している。送達の間、コイル７６６は、シース、デリバリーカテーテルあるいは他の適
当な手段にて覆われる。コイル７６６は、覆うために低外形まで圧縮あるいはとぐろを巻
かれる。先頭部７００は、所望位置まで進められ、コイル７６６を当初の形状とし跳ね返
らせるようにシースが除去される。コイル７６６は、摩擦の提供によるように、周辺組織
に対する先頭本体７０１の移動に対する抵抗を提供する。さらに、本体７０１は、相対的
な運動の間に本体７０１を固定するために、周辺組織内へコイル７６６の自由な第２端７
６９を係合し又は貫通するように、回転可能である。複数のコイル７６６が先頭本体７０
１に沿って配置可能であることは勿論である。例えば、反対方向に面する追加のコイル７
６６が点線にて図示されており、これらのコイル７６６は両方向において移動抵抗を提供
する。図９Ｃは、両端部７６８、７６９が先頭本体７０１に固定して、あるいは摺動可能
に取り付けられたコイル７６６を図示する。ここで、端７６８と端７６９との間のコイル
７６６部分は、より大きな直径を持っており、外側に延在する。よって、この延在部分は
、周辺組織に係合し、適所に先頭部７００を固定する。
【００７８】
　本明細書に記述された、様々なコイル状の保持機構は、先頭本体及び少なくとも一つの
電極を有する先頭部と、先頭本体に沿い少なくとも一つの電極の近くに配置され、かつ先
頭部が体内に位置決めされたときに近くの組織に先頭部を傷つけずに固定するのを支援す
るように構成された保持機構とを含むシステムを提供する。図４から図９Ｃの実施形態に
示されるように、保持機構は、制御可能で変形可能な部分になりえる。より具体的には、
保持機構は、コイル状の保持機構を含んでいる。コイル状の保持機構は、図示するように
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位置決め可能であり、あるいは先頭本体の遠位端に近い先頭本体の任意の場所に位置決め
可能である。コイル状の保持機構は、先頭本体の遠位端を超えて延在可能であり、即ちコ
イル状の保持機構は、全スパンが先頭本体の遠位端に近い場所である先頭本体の一部に及
ぶ。
【００７９】
　図４から図９Ｃに図示され記述された種々の実施形態は、先頭本体及び少なくとも一つ
の電極を有する先頭部と、先頭本体に沿い少なくとも一つの電極の近くに配置され、かつ
先頭部が体内に位置決めされたときに近くの組織に先頭部を固定するのを支援するように
構成されたコイル状の保持機構とを含むシステムを提供する。一般的に、それらのコイル
状の保持機構は、先頭部が体内に存在するとき傷つけずに近くの組織と相互に作用するよ
うに構成される。近くの組織は、患者の背中内に配置し、及び／又は、後根神経節の近く
に、あるいは、他の目標神経組織位置に配置される。一般的に、それら全ての実施形態で
、先頭部は、コイル状の保持機構が配置されるところの先頭本体に沿って柔軟である。一
般的に、本明細書に記述されたコイル状の保持機構は、組織が成長可能なように、及び／
又は生体再吸収可能なように構成可能である。いくつかのコイル状の保持機構の実施形態
において、コイル状の保持機構を有する先頭本体は、一般に円筒状で、送達装置の内腔を
通って進められるように構成されている。いくつかの実施形態において、コイル状の保持
機構の一つの端のみが先頭本体に取り付けられている。
【００８０】
　図４から図７の実施形態において、コイル状の保持機構の直径は、コイル状の保持機構
の長さに沿って一般に一定である。図６及び図７で最も良く示されるように、コイル状の
保持機構は、長方形の断面形状を有する平面ワイヤーを含むことができる。コイル状の保
持機構の少なくとも一部は、例えば図７に示すように、先頭本体に埋め込まれている。一
つの代替案では、先頭本体は、第１直径を有する第１部分、及び第１直径よりも小さい第
２直径を有する第２部分を有し、ここで、コイル状の保持機構は、例えば図４及び図５に
図示されるように第２部分に沿って配置される。さらに、図４及び図５は、コイル状の保
持機構の外径がどのように第１直径とほぼ同じであるかの一例を示している。図４及び図
５は、また、コイル状の保持機構が拡張状態を有する場合を図示しており、拡張状態にお
けるコイル状の保持機構の直径は、第１直径に実質的に等しいかあるいは第１直径未満で
ある。
【００８１】
　これに対し、図８、図９Ａ、図９Ｂ、及び図９Ｃは、コイル状の保持機構の外径が第１
直径よりも大きい場合の実施形態を図示する。さらにいくつかの実施形態では、本体部の
近位部分に隣接するコイル状の保持機構の直径は、本体部の遠位部分に隣接するコイル状
の保持機構の直径よりも大きい。さらに、あるいは代わりに、本体部の近位部分に隣接す
るコイル状の保持機構の直径は、本体部の遠位部分に隣接するコイル状の保持機構の直径
よりも小さい。
【００８２】
　他の別の保持機構も可能である。様々な他の保持機構も先頭部の移動を防ぐか減少する
ために用いられてもよい。
【００８３】
　図１０は、先頭本体７０１に装着された保持機構７０６の別の実施形態を図示する。こ
の実施形態では、保持機構７０６は、カフス７２２、及び／又は接着剤、及び／又は他の
添付機構により、本体部７０１に加えられた一若しくは複数の予め形成された突起７２０
を備える。例えば、カフス７２２の材料は、収縮チューブを含んでいる。例えば突起７２
０の材料は、ニチノールあるいは他の金属、あるいは予め形成されたポリマーを含む。突
起７２０は、先頭本体７０１から半径方向で外側に突出するように、曲がっているか、半
円形形状のような突起形状を有する。配置に先立って、予め形成された突起７２０は、外
部シース又は送達装置によって先頭本体７０１に沿って保持される。シース又は送達装置
の取り外しは、予め形成された突起７２０を露出し、突起７２０を半径方向外側に反跳さ
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せる。よって、突起７２０は、周辺組織へ延在し、組織に対する先頭本体７０１の移動に
抵抗を与え、それにより本体部７０１を固定する。突起７２０は、平面のストリップある
いは細長い軸を含む、適当な任意のサイズ、形状、及び体積を有することができる。突起
７２０の先端は、尖っていないあるいは尖った形状、又は、とげのある、あるいは釣り針
のような、他の形状を有することができる。さらに、任意の数の突起７２０を設けても良
く、突起は、各保持機構７０６において変更してもよい。突起７２０は、様々な方向の移
動に抵抗するように、先頭本体７０１からいかなる角度にて、あるいは複数の角度で延在
することができる。
【００８４】
　図１１Ａから図１１Ｃは、先頭本体７０１に装着された保持機構７０６の追加の実施形
態を図示する。これらの実施形態において、保持機構７０６は、少なくとも一つの扇状端
を有するスリーブ７３０を備える。スリーブ７３０は、金属（例えばニチノール）又はポ
リマー（例えばポリイミド）で構成可能であり、先頭本体７０１のまわりに延在する。扇
状端は、先頭本体７０１から扇型に、あるいは半径方向で外側に延在可能である複数の突
起７３２を含んでいる。いくつかの実施形態において、スリーブ７３０は、スリットか、
あるいは扇状端の突起７３２を形成するためにスライスされる。スリーブ７３０は、先頭
本体７０１に添付可能であり、又はその位置を調整するため先頭本体７０１に沿って進め
ることができる。送達の間、扇状端は、シース、デリバリーカテーテル、あるいは他の適
当な手段によってカバーされる。先頭部７００は、所望位置へ進められ、シースが引っ込
められ、突起７３２を半径方向で外側に延在させる。図１１Ａは、一つの方向の移動に抵
抗するために一つの扇状端を有するスリーブ７３０を図示する。図１１Ｂは、２つの扇状
端を有し、両方向における移動に抵抗するように互いに反対方向に面するスリーブ７３０
を図示する。図１１Ｃは、様々な場所に先頭本体７０１を固定するように、それぞれが単
一の扇状端を有する複数のスリーブ７３０を図示する。様々な組み合わせが使用可能なこ
とは勿論である。
【００８５】
　図１２は、本発明の保持機構７０６の別の実施形態を図示する。この実施形態において
、保持機構７０６は、少なくとも一つの突出可能な端部を有するスリーブ７３６を備える
。スリーブ７３６は、金属（例えばニチノール）又はポリマー（例えばポリイミド）で構
成可能であり、先頭本体７０１のまわりで延在する。突出可能な端部は、先頭本体７０１
から半径方向で外側に延在可能な少なくとも一つの突起７３８を含んでいる。いくつかの
実施形態において、スリーブ７３６は、突起７３８を形成するためにカットされる。スリ
ーブ７３６は、先頭本体７０１に添付可能であり、あるいはその位置を調整するために先
頭本体７０１に沿って進めることができる。送達の間、突出可能な端部は、シース、デリ
バリーカテーテル、あるいは他の適当な手段によってカバーされる。先頭部７００は、所
望位置へ進められ、シースが引っ込められ、突起７３８を半径方向で外側に延在させる。
図１２は、両方向における移動に抵抗するように互いに反対方向に面する２つの突出可能
な端部を有するスリーブ７３６を図示する。
【００８６】
　図１３は、本発明の保持機構７０６の別の実施形態を図示する。この実施形態では、保
持機構７０６は、少なくとも一つの柔軟な端があるスリーブ７４０を備える。この実施形
態において、スリーブ７４０は、ｅＰＴＦＥのような柔軟なポリマーで構成される。スリ
ーブ７４０は、細長いストリップ７４２を形成するようにカット、あるいはスライスされ
る。スリーブ７４０は、先頭本体７０１に添付可能であり、又はその位置を調整するため
に先頭本体７０１に沿って進めることができる。送達の間、柔軟な端は、進行中に柔軟な
端により引きずりを低減するため、シース、デリバリーカテーテル、あるいは他の適当な
手段によってカバー可能である。先頭部７００は、所望位置へ進められ、シースが引っ込
められ、ストリップ７４２を露出させる。柔軟な端は、周辺組織に対する先頭本体７０１
の移動に抵抗を提供する。図１２は、一つの方向の移動に抵抗するように、各々が同じ方
向に面する一つの柔軟な端を有する２つのスリーブ７４０を図示する。
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【００８７】
　図１４は、本発明の保持機構７０６のさらなる実施形態を図示する。この実施形態にお
いて、保持機構７０６は、示されるように、先頭本体７０１から半径方向で外側に拡張可
能な一つ若しくは複数のバネ付勢された突起７６０を備える。突起７６０は、先頭本体７
０１から切り取り、先頭本体７０１とあるいは先頭本体７０１に成型され、又は第２プロ
セスを介して取り付けることができる。随意に、突起７６０は、先頭本体７０１の外形を
最小化するように、ポケット内、窪み内、又は窓内に存在可能である。突起７６０は、先
頭本体７０１と同じ、あるいは異なる材料で構成可能である。例えば突起７６０の材料は
、ニチノール、あるいは他の金属、又は予め成形されたポリマーを含む。突起７６０は、
先頭本体７０１から半径方向で外側に湾曲するように、半円形の形状のようなプリセット
された湾曲形状を有する。そのような曲率は、例えば加熱又は焼き戻しによって設定可能
である。配置に先立って、予め形成された突起７６０は、外部シース又は送達装置によっ
て先頭本体７０１に沿って保持可能である。シース又は送達装置を引っ込めることで、予
め形成された突起７６０を露出させ、突起７６０を半径方向で外側に反跳することを可能
にする。よって、突起７６０は、周辺組織内へ延在し、組織に対する先頭本体７０１の移
動に抵抗し、それにより先頭部７００を固定する。突起７６０は、平面ストリップあるい
は細長い軸を含めて、いかなる適当なサイズ、形状、及び体積を有することができる。突
起７６０の先端は、尖っていない、あるいは尖っている、又はとげのある、あるいは釣り
針のような、他の形状を有することができる。突起７６０は、様々な方向の移動に抵抗す
るように、いかなる角度あるいは先頭本体７０１からの複数の角度で延在可能である。
【００８８】
　図１５Ａから図１５Ｂは、先頭本体７０１に装着された保持機構７０６の別の実施形態
を図示する。この実施形態において、保持機構７０６は、先頭本体７０１に沿って延在す
る複数の突起７６２を備える。突起７６２の各々は、先の尖った形状あるいは三角形状を
有し、しかしながら突起７６２がいかなる適当な形状も有することができることは勿論で
ある。突起７６２は、ｅＰＴＦＥ又はポリウレタンのような柔軟性材料、又はナイロンの
ようなより堅い材料から形成可能である。突起７６２は列状に整列され、各列は、先頭本
体７０１の境界を形成する。列は、より大きな保持面を生成するように、先頭本体７０１
の一部に沿って間隔をあけて置かれる。送達の間、突起７６２は、シース、デリバリーカ
テーテル、あるいは他の適当な手段によってカバー可能である。先頭部７００は、所望位
置へ進められて、シースが引っ込められ、突起７６２を反跳可能にする。突起７６２は、
周辺組織に対する先頭本体７０１の移動に抵抗を与える。突起７６２が柔軟性材料から形
成されるとき、突起７６２は抵抗（drag）を提供する。突起７６２がより堅い材料から形
成されるとき、突起７６２は、相対的な運動の間、先頭本体７０１を固定するために周辺
組織に入り込むことができる。図１５Ａは、２つの方向の移動に抵抗するように２つの方
向に面する突起７６２を図示する。
【００８９】
　図１６Ａから図１６Ｃは、保持機構７０６の同様の実施形態を図示する。ここでは、コ
イル形状ではなく、保持機構７０６は、先頭本体７０１から外側に延在するループ７７２
を形成する。ループ７７２は、摩擦の提供によるような、周辺組織に対する先頭本体７０
１の移動に抵抗を提供する。ループ７７２は、円形、楕円形、長方形、不規則な形状、尖
った形状、湾曲した形状、正方形状、矩形状、又は他の形状を有することができる。
【００９０】
　図１７Ａから図１７Ｂは、保持機構７０６の実施形態を図示し、該保持機構７０６は管
状構造７８０を備え、該管状構造７８０は、第１端７８２、第２端７８４、軸方向におい
てこれらの間に、支柱７８８ａ、７８８ｂ、７８８ｃ（追加の支柱が存在してもよいが図
示していない）を形成する長手スリット７８６を有する。管状構造７８０は、先頭本体７
０１上に位置決めすることができ、所望の配置のため、先頭本体７０１に沿って随意、前
へ進めることができる。図１７Ａは、そのような送達に適している配置における保持機構
７０６を図示する。一旦、先頭本体７０１が望ましいように設けられれば、保持機構７０
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６が作動される。この作動は、図１７Ｂに示すように、構造７８０が曲がり、支柱７８８
ａ、７８８ｂ、７８８ｃが半径方向で外側に突出するように、端７８２，７８４を互いの
方へ押すことを含む。突出する支柱は、周辺組織に対する先頭本体７０１の移動に抵抗を
提供し、それによって、適所に先頭本体７０１を固定させる。先頭本体７０１及び／又は
保持機構７０６の位置を変えるために、支柱を引っ込ませるため端７８２，７８４を離す
ように引くことができ、その後、固定のため再び互いを押すことができる。さらに、スリ
ット７８６は、時間経過で成長する組織をさらに先頭本体７０１に固定させることを可能
にする。
【００９１】
　図１８Ａから図１８Ｂは、保持機構７０６の実施形態を図示し、該保持機構７０６は、
少なくとも一つの拡張可能なフラップ７９２を有する管状構造７９０を備える。管状構造
７９０は、先頭本体７０１上に位置決めすることができ、所望の配置のため先頭本体７０
１に沿って随意、前へ進めることができる。図１８Ａは、そのような送達に適している配
置における保持機構７０６を図示する。送達の間、保持機構７０６は、シース、デリバリ
ーカテーテル、あるいは他の適当な手段によってカバーされる。先頭部７００は、所望位
置へ進められ、シースが引っ込められ、拡張可能なフラップ７９２が半径方向で外側に延
在することを可能にする。拡張可能なフラップ７９２は、例えば、予め成形されたポリマ
ー又は形状記憶合金で構成可能である。突出するフラップ７９２は、周辺組織に対する本
体７０１の移動に抵抗を提供し、それにより先頭本体７０１を適所に固定する。
【００９２】
　図１９は、図１８Ａから図１８Ｂに図示される保持機構７０６に類似する保持機構７０
６の実施形態を図示する。この実施形態において、管状構造は、２つの半円管に分けられ
るか、あるいは先頭本体７０１上に位置決め可能な円弧形状のシース７９０ａ、７９０ｂ
である。これは平坦なあるいは楕円形状の先頭部に特に適切であり、円弧形状のシース７
９０ａ、７９０ｂは、固定するのにより大きな能力を有するであろう。円弧形状のシース
７９０ａ、７９０ｂは、独立して前へ進めたり、引っ込めたりすることができる。同様に
、単一の円弧形状のシースが使用可能である。図２０に示すように、拡張可能なフラップ
７９２が、また補強部材７９３を含むことができることは勿論である。このような補強部
材７９３は、固定目的のために追加の力を提供可能である。あるいは、補強部材７９３は
、形状記憶特性を提供可能であり、ここで管状構造７９０の残り部分及びフラップ７９２
は、非形状記憶材料で構成される。
【００９３】
　いくつかの実施形態において、保持機構７０６は、先頭本体７０１自身に組み込まれる
。例えば、図２１Ａから図２１Ｂは、一部が保持又は固定を提供するように形づくられた
先頭本体７０１を有する先頭部７００の実施形態を図示する。示されるように、先頭本体
７０１の保持部分は、コイル形状７０３を有する。コイル形状７０３は、周辺組織へ先頭
本体７０１を固定するのを支援する。図２１Ｂは、電極７０４がＤＲＧ内へ注入されるよ
うに位置決めされた電極７０４を有する先頭部７００を図示する。この例では、コイル形
状７０３は、ＤＲＧの神経上膜（epinurium）Ｅを横切り、適所に先頭部７００を保持す
る。さらに、コイル形状７０３は、先頭部７００のひずみ軽減を提供可能である。図２２
Ａから図２２Ｂは、同様の実施形態を図示する。ここで、コイル形状７０３はＤＲＧの外
部組織内に配置され、一方、電極７０４は、ＤＲＧ内に注入される。あるいはまた、コイ
ル形状７０３が固定又は保持のためＤＲＧ内に配置可能なことはもちろんである。
【００９４】
　従来の固定手段は、一般的に、埋め込まれる組織においていくらかの固体あるいは半固
体を必要とする。これに対し、ＤＲＧを取り囲む場所のような注入場所は、おそらく半流
体であるか、あるいはしっかりと固定する場所を提供するのに硬さを欠く組織である。さ
らに、ＤＲＧを囲む場所は、非常に変化するものであり予測不能であり、多くの従来の固
定手段の信頼性を低くし、困難なものとする。図２３Ａ、図２３Ｂ、図２４Ａ、及び図２
４Ｂの保持機構の実施形態は、それらの困難を克服するように設計され、様々な解剖学的
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状態において適切な先頭部保持能力を提供する。
【００９５】
　図２３Ａから図２３Ｂは、本発明の保持機構７０６の別の実施形態を図示する。この実
施形態において、保持機構７０６は、後根神経節ＤＲＧのような生体構造の所望の部分に
対して本体部７００、特に一つ若しくは複数の電極７０４の保持を支援する。図２３Ａは
、先頭本体７０１の一部、特に一つ若しくは複数の電極７０４に対向するあるいは近くの
先頭本体７０１の一部に沿って、装着された拡張可能な材料７９６を有する先頭部７００
を図示する。拡張可能な材料７９６は、スポンジ、スーパーポーラスハイドロジェル（Su
perPorous HydroGel）あるいは他の膨張性の又は拡張可能な材料で構成可能である。バル
ーンのような拡張可能な機構が代わりに使用可能であることは勿論である。図２３Ｂは、
一つ若しくは複数の電極７０４が目標組織（この実施例では、ＤＲＧ）の近くに望ましく
位置するように、脊柱の組織内に位置決めされた先頭部７００を図示する。その後、拡張
可能な材料７９６は拡張し、それによって、ＤＲＧと、周辺組織又は筋肉との間に先頭本
体７００を割り込ませる。組織の支持力は、所望位置で先頭部７００の保持を支援するＤ
ＲＧに対して一つ若しくは複数の電極７０４を保持する。
【００９６】
　他の実施形態において、媒体は、先頭本体の一部にかなり装着され、目標組織の近くに
注入される。図２４Ａ及び図２４Ｂは、注入可能な媒体を用いて適所に保持された先頭部
の斜視図を図示する。これらの例において、注入可能なゲルあるいは他の注入可能な媒体
２４００は、先頭本体、先頭部先端、電極、及び／又は目標の神経組織を囲む体積へ導入
される。注入可能な媒体は、送達で拡張する拡張可能な媒体であってもよい。注入可能な
ゲルあるいは他の注入可能な媒体２４００は、直ちにあるいは拡張したとき、先頭部及び
目標組織の周りの場所を完全にあるいは部分的に満たすように注入される。媒体２４００
は、遠位の先頭部と目標の神経組織との間の相対的な運動量を減らし、それにより、先頭
部の移動を減じること、あるいは治療効果における可能な変化を助ける。媒体の注入特質
は、先頭部のサイズを増すことなく、媒体の、大量を含む所望の量が注入されることを可
能にする。このことは、充填されるべき生体空間のサイズにかかわらず、先頭部注入の容
易さを維持する。
【００９７】
　媒体２４００は、多くの方法で導入することができる。例えば：
（ａ）先頭部の適切な配置を可能にするように媒体２４００が設計されている限り、先頭
部が挿入される前に、導入針を通って；
（ｂ）先頭部内の中央内腔、及び／又はポート２４０５（図２４Ｂ）を通って；
（ｃ）先頭部が配置された後、導入針２４１０を通って（図２４Ａ）、である。
【００９８】
　媒体２４００は、ＰＬＧＡ、ミクロスフェア、ヒドロゲル、及びその他同種のもののよ
うな、種々の生物適合性のある化合物で構成可能である。媒体２４００は、臨床的要求に
より、生物分解性がある、あるいはないものであってもよい。さらに、媒体２４００は、
透視の下でその範囲を視覚化するのを助けるために放射線不透過性の化合物を含むことが
できる。また、媒体２４００は、必要ならば持続放出のためカプセルに入れることができ
るデクサメタゾーンのような抗炎症性の化合物、あるいは他の治療薬を含むことができる
。他のところに説明したように、抗炎症剤は、瘢痕化を減じ、電極と近くの神経組織との
間で低インピーダンスを維持するのを助けることができ、それによって、刺激システムの
エネルギー消費量を削減する。
【００９９】
　この先頭部保持技術は、従来の固定技術及び装置を越える多数の長所を有する。媒体２
４００の量及び挿入の場所は、目標の神経側面あるいは神経組織の近くにおける変化する
組織に適応するために変更することができる。電極のまわりの瘢痕化が適所に先頭部を固
定するように、媒体は生物分解性であることができる。さらに、先頭部が除去される必要
がある場合、媒体はその後に残り、単に溶解あるいは吸収可能である。媒体２４００は、
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柔軟であり、近くの組織への潜在的損傷が減じられるように周辺組織に適合する。また、
患者の曲げ（flexation）による不快及び潜在的損傷が減じられる。さらに、先頭部は、
組織の損傷なしに容易に除去することができる。
【０１００】
　媒体２４００は、持続放出型のあるいは即刻作用の抗炎症薬、又は他の治療薬を含むこ
とができる。媒体２４００は、視覚化用の放射線不透過性の物質を含むことができる。媒
体２４００は、また、媒体が電極及び目標の神経組織の両方をカプセルに含むという十分
な体積にて導入可能である。ＤＲＧの例において、十分な媒体が、ＤＲＧの周りの領域に
、及びＤＲＧ又は後根の全部若しくは一部に、一つ若しくは複数の電極をカプセルに入れ
るように導入されるだろう。随意に、媒体２４００の特性は、一つ若しくは複数の電極か
らの刺激エネルギーの伝達を高める若しくは緩和するために選択可能である。
【０１０１】
　図２３Ａ、図２３Ｂ、図２４Ａ、及び図２４Ｂに記載される様々な実施形態は、先頭本
体及び少なくとも一つの電極を有する先頭部と、少なくとも一つの電極に近くで先頭本体
に沿って配置され先頭部が体内に位置決めされたときに近くの組織に傷つけずに固定する
のを支援するように構成された保持機構とを含むシステムについて記述する。一つの態様
において、保持機構は媒体を含む。別の態様では、媒体の形態の保持機構は、電極の一部
又は目標の神経組織を含む、あるいはその近くの体積内に注入される。さらに別の変形例
では、電極本体には媒体を注入するのに適して構成されたポートがある。
【０１０２】
　他の実施形態では、刺激本体部７００は、保持機構として作用可能な制御可能で変形可
能な部分を含んでいる。図２５は、制御可能で変形可能な部分２５２０を有する刺激先頭
部７００の実施形態の斜視図を図示する。刺激先頭部７００は、先頭本体７０１と、多数
の電極７０４を含んでいる。動作ケーブル２５０５は、先頭本体７０１及び制御可能で変
形可能な部分２５２０を通り延在し、先端２５１０に取り付けられている。動作ケーブル
２５０５の操作は、制御可能で変形可能な部分２５２０の変形をもたらす。制御可能で変
形可能な部分２５２０は、操縦に用いられる部分２５２０の予測可能で一時的に曲がった
移動を引き起こす。操縦につながる形状は、例えば、先端２５１０の近くの制御可能で変
形可能な部分２５２０の単純なカーブを含むことができる。これらの動作は、動作ケーブ
ル２５０５の操作による先頭部注入手順の間に、ユーザーが先頭部先端２５１０を操縦す
ることを可能にする。一旦、注入の所望位置に先頭部が存在すると、動作ケーブル２５０
５は、先頭部の位置を保持するために適しかつ設定された形状に、変形可能な部分２５２
０を変形するために再び操作される。
【０１０３】
　制御可能で変形可能な部分２５２０を有する刺激先頭部７００の実施形態は、従来の刺
激先頭部を越える多くの長所を有する。この革新的なデザインは、術後に所望場所に先頭
部を保持し、及び／又は先頭部の配置プロセスの間、ユーザーが先頭部を操縦又は操作可
能とするために、制御可能で変形可能な幾何学的形状を使用する。動作ケーブル２５０５
は、所望の変形及び／又は操縦機能を提供するために、ユーザーあるいは動作機構によっ
て直接に操作可能である。適切な動作機構は、ハンドルを含むであろうし、また、所望の
操縦及び／又は変形可能な部分２５２０の変形を形成するため、操作されるときに動作ケ
ーブル２５０５の適切な運動を生成する適切なレバー、スイッチあるいはグリップに動作
ケーブル２５０５を取り付けるであろう。
【０１０４】
　従来の先頭部配置は、典型的に、外科的に侵襲性の注入手順を含み、電極に対して先頭
部先端に若しくは先頭部の選択部分に限定することができない先頭部移動技術は、単一の
作動のみにしばしば限定され、あるいは一旦注入されると除去するのが困難になる。刺激
先頭部７００の実施形態は、これらの制限を有しない。有利なことに、制御可能で変形可
能な部分２５２０を有する先頭部は、制御可能で変形可能な部分２５２０の、容易で、非
侵襲性で、可逆的で、反復可能な動作を可能にする。さらに、先頭本体７０１に沿った及
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び／又は電極７０４に対する変形可能な部分２５２０の配置は、先頭部配置が目標の刺激
場所又は組織位置で生体構造に合うように選択可能である。他の利点は、制御可能で変形
可能な部分２５２０のデザインが先頭本体全体の直径に付加されず、よって、より大きな
口径の導入針を必要としない点である。デザインが先頭部の操縦を提供するので、先頭部
を位置決めし保持するのに必要な部品の数及び全体の直径を減じることができる。制御可
能で変形可能な部分２５２０と動作ケーブル２５０５との間の協力、及びそのデザインの
結果として、制御可能で変形可能な部分２５２０を有する先頭部の実施形態は、操縦可能
な探り針、ガイドカテーテル、ガイドワイヤー、又は、従来の刺激先頭部によって使用さ
れる他の従来の操縦あるいは注入補助を使用することなく、操縦可能及び注入可能である
。
【０１０５】
　図２５に示される実施形態は、先頭部保持を促進するため、変形状態における制御可能
で変形可能な部分２５２０を示す。図示する変形状態において、部分２５２０は、多数の
コイル２５３０を形成する。制御可能で変形可能な部分２５２０の様々な他の幾何学的形
状は、例えば、一若しくは複数の面にて、制御可能で変形可能な部分２５２０をカールす
ること、あるいは先頭部７００を位置から移動しないようにするため、制御可能で変形可
能な部分２５２０の全アスペクト比を増加する他のいかなる変形のような先頭部保持にお
いて、効果的である。したがって、制御可能で変形可能な部分２５２０は、先頭部保持を
促進するために、多くの二次元の形状、三次元の形状、あるいは組み合わせた形状のいず
れかを取ることができる。あるいは、制御可能で変形可能な部分２５２０は、先頭部保持
目的のために変形されたとき、本明細書に記述したいずれの先頭部保持機構の形状を取る
ことができる。
【０１０６】
　動作ケーブル２５０５は、内部の内腔を通るように先頭本体７０１を通って延在し、先
端２５１０のような先頭部７００の遠位端に固定される。操縦あるいは先端部固定に関し
て、制御可能で変形可能な部分２５２０の動作がなされる。例えば、ユーザーが先頭本体
７０１の近位端を動かずに保持するとき、動作ケーブル２５０５は、軸方向に移動される
。そのようなものとして、アクチュエータのデザインに依存して、動作ケーブルの端を引
くことにより、あるいは代わりにそれを放出することにより、動作を起こすことができる
。動作ケーブル２５０５の動作、及び制御可能で変形可能な部分２５２０の移動は、複数
回、多分、可逆的に行なわれ、操縦と保持と間で交互に行われ、あるいは、動作ケーブル
２５０５が最終位置に固定されるまでユーザーにより要求されるような、移動の任意の組
み合わせで実行可能である。さらに、動作ケーブル２５０５の操作、及び制御可能で変形
可能な部分２５２０の制御された変形は、先頭部７００が除去されるべき注入場所から先
頭部７００を解放するのに使用可能である。
【０１０７】
　いくつかの実施形態において、先頭本体７０１の近い部分は、動作ケーブル２５０５の
操作を高めるために堅くされる。そうしたとき、この堅い先頭本体部分は、先頭部の近位
部分から遠位部分までトルク伝達をも可能にし、これは、遠位の先端２５１０の操縦性能
を高めるだろう。先頭部の遠位部分は、動作ケーブル２５０５の操作が所望の操縦及び／
又は変形を形成するように、十分に柔軟になる。
【０１０８】
　動作ケーブル２５０５は、いくつかの機能を行なうことができる。動作ケーブル２５０
５は、７０４にて電極に刺激エネルギーを供給する電気的リードのように、あるいは上述
したような操縦装置のように、先頭本体７０１に軸方向強度を提供可能である。図２５で
は、単一の制御可能で変形可能な部分２５２０、及び単一の動作ケーブル２５０５が図示
されているが、本発明の態様は、そのようなものに限定されない。いくつかの実施形態に
おいて、１本を超える動作ケーブル２５０５あるいは制御可能で変形可能な部分２５２０
が用いられてもよい。制御可能で変形可能な部分２５２０は、図示されたコイル２５３０
以外の保持形状を形成することができる。制御可能で変形可能な部分２５２０は、電極に
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近位位置のように、電極７０４から遠位の位置以外の他の位置に位置決め可能である。一
つ若しくは複数の、制御可能に変形可能な部分２５２０が、電極７０４の遠位に、電極７
０４の近くに、一つ若しくは複数の電極７０４に部分的あるいは完全に重なって、又は、
それらの任意の組み合わせの位置に位置決め可能である。
【０１０９】
　図２５に示された先頭部７００の構造で使用される材料は、生体適合性があり、体内に
おける長期的な注入に適するように選択される。先頭本体７０１は、Tecoflex、Pellatha
ne、及び他のポリマー系材料のような、様々な材料のポリマー、ジュロメーター、外形、
及び構造から、及び／又はオーバーモールドされたポリアミドのような合成ポリマー構造
から形成可能である。制御可能な遠位の部分２５２０は、透視の下で、動作、あるいは先
端２５１０、あるいは変形可能な部分２５２０の一部分（端部又は中央部のような）を示
すために、Ｘ線を通さないマーカーあるいは材料を含むことができる。先端２５１０もま
た、Ｘ線を通さない材料を含むことができる。先端２５２０及び変形可能な部分２５２０
は、コバルト・クロム、プラチナ合金、ステイン鋼、チタン、ニチノール、及びこれらの
組み合わせのような材料を含むことができる。あるいは、先端２５１０は、本明細書に記
載された、あるいは当業者の知識内の任意のポリマーで形成される。動作ケーブル２５０
５は、単一のより糸あるいは複数のより糸構造、又は金属、金属複合材、ポリマー、高分
子複合材料、又はこれらの任意の組み合わせから形成される、より糸若しくは紐を有する
紐構造であってもよい。
【０１１０】
　図２６Ａから図２６Ｃは、制御可能で変形可能な部分２６００へ埋め込まれた先頭部保
持機構２６０３を有する先頭部７００の実施形態の種々の表示を図示している。先頭部の
位置を保持するとき、先頭部保持機構２６０３は、図２６Ｂに示されるように変形し、非
直線の形態を有する。ここで使用されるように、先頭部保持機構２６０３の変形した形態
は、任意のフック形状、ループ形状、カーブ形状、バンド形状、コイル形状、二次元形状
、三次元形状、あるいは本明細書に記載される任意の保持機構形状を含む。典型的には、
内腔２６１０は、先頭本体７０１内で先頭本体７０１を通って延在する。保持機構２６０
３は、内腔２６１０に平行して延在し、内腔壁に埋め込まれるか、あるいは添付される。
内腔２６１０のサイズは、探り針９０を受け入れるように合わせられる。
【０１１１】
　図２６Ａは、内腔２６１０に挿入された探り針９０を有する先頭部７００の断面図であ
る。この形態において、探り針９０は、制御可能で変形可能な先端２６００を送達のため
、図２６Ａに図示されるようにまっすぐな又は伸ばされた形状に維持する。この形状は、
注入手順の間、先頭部７００の配置及び操作を単純化する。
【０１１２】
　図２６Ｂは、探り針９０の近位の引っ込めに起因する先頭部７００の断面図を示す。制
御可能で変形可能な部分２６００から取り除かれた探り針９０によって提供される釣り合
い力により、先頭部保持機構２６０３は、その変形された形状へ動き、制御可能で変形可
能な部分２６００の対応変形を生成する。制御可能で変形可能な部分２６００の得られた
形状は、先頭部７００を適所に保持するのを援助する、又は先頭部７００の移動を防ぐ若
しくは最小化するのに適合した任意の形状である。例えば、制御可能で変形可能な部分２
６００の得られた形状は、本明細書に記述された先頭部保持形状のいずれかであってもよ
い。
【０１１３】
　図２６Ｃは、探り針９０が除去された状態の先頭部７００の斜視図である。よって、制
御可能で変形可能な部分２６００は、変形した状態、あるいは先頭部保持形態にて示され
ている。
【０１１４】
　先頭部７００に関する例示的な注入手順が図２６Ａから図２６Ｃを参照して記述する。
導入手術針を通り先頭部７００を経皮的に挿入するため、まず、比較的堅い探り針９０を
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先頭部の近位端の先頭部内腔２６１０へ導入し、図２６Ａに示すように遠位端へ前進させ
ることで、先頭部７００をまっすぐにする。探り針９０は、図２６Ａに示すように、先頭
部７００及び保持エレメント２６０３を真っすぐにする。先頭部７００が所望の治療場所
にあると見なされるまで、探り針９０は、先頭部７００内の適所にとどまる。次に、図２
６Ｂに示すように、探り針９０は、それを近位側へ引っ込めることにより除去することが
できる。この動作は、制御可能で変形可能な部分２６００を変形あるいは再形成するよう
に、保持機構２６０３を自由にする。制御可能で変形可能な部分２６００の形状は、先頭
部７００を適所に保持するために用いられる。保持機構２６０３の動作は、要求通り、複
数回及び逆に行なうことができる。
【０１１５】
　この実施形態のいくつかの利点を記述する。図２６Ａから図２６Ｃに図示された実施形
態は、単に探り針９０を引っ込めることにより、遠位の先頭部先端の、単純で、非侵襲性
で、可逆的で、反復可能な動作を提供する。探り針９０を除去するとき、制御可能で変形
可能な部分２６００の動作は自動的に生じ、それにより、外科的処置にさらに複雑な状態
を追加することはない。変形されるとき、制御可能で変形可能な部分２６００の形状は、
生体構造に合致可能であり、このことは、近くの組織への炎症あるいは損傷の可能性を減
じるという利点を有する。制御可能で変形可能な部分２６００の設計は、先頭部の全部の
直径を増加させず、より大きな導入針径を必要としない。保持エレメント２６０３を形成
するために、ニチノールあるいは他の金属が用いられる場合、適切な配備及び先頭部位置
を保証するのを助けるため、透視の下でエレメント２６０３を画像化することが可能であ
る。
【０１１６】
　先頭部保持機構がある先頭部７００の別の実施形態は、図２７Ａから図２７Ｂ、図２８
Ａから図２８Ｂ、図２９Ａから図２９Ｂ、図３０に図示される。この実施形態では、先頭
部７００は、先頭部先端２７００に取り付けられた先頭本体７０１と、先頭部先端２７０
０内に収容された先頭部保持機構２７０３とを含む。上述した先頭部保持機構２６０３と
は対照的に、この実施形態の先頭部保持機構２７０３は、先頭部先端２７００に対して移
動可能である。注入後の刺激先頭部の位置は、先頭部先端２７００内に収容された先頭部
保持機構２７０３の内部の有効な作動を介して得られる。先頭部先端２７００から配置さ
れたとき、保持機構２７０３は、先頭部の幾何学的アスペクト比を増し、先頭部及び刺激
電極の望まない術後の移動を阻止可能である。先頭部の遠位端から、及び先頭本体の長手
方向軸に沿って通常出る単一の保持機構２７０３として図示されるが、複数の保持機構が
使用可能であり、保持機構が、先端の最も遠位の部分以外の先頭部の部分内に収容され、
先頭本体の長手方向軸に沿って配列されない角度、位置若しくは配向で、又は先頭本体の
長手方向軸に対する角度で、そこから出ることが可能であることは勿論である。
【０１１７】
　一つの実施形態において、保持機構２７０３は、柔軟な先頭本体管の遠位端に位置決め
された比較的堅い先頭部先端２７００に位置する長くて薄いバネである。この薄いバネ保
持機構は、抑制されていないとき、例えばループ、フック、一若しくは複数のコイル、あ
るいは二次元形状、三次元形状、複合形状、又は、本明細書に記述したいずれの先頭部保
持機構のような非直線の幾何学形状を有する。
【０１１８】
　図示された先頭部７００の種々の細部は、図２７Ａから図２９Ｂに示された様々な図を
参照して記述される。先頭部先端２７００は、遠位端２７０５及び近位端２７１０を有す
る。近位の内腔２７２２は、近位端２７１０から内部の頂部２７２５（図２７Ｂ）まで延
在する。さらに下記に述べるとともに図２７Ａに示すように、近位の内腔２７２２は、探
り針９０あるいは押しワイヤー９５のいずれかを受け入れるようにサイズが合わせられる
。内部の頂部２７２５は、遠位の内腔２７２０内への探り針９０の通行を妨げるようにサ
イズが合わせられる。遠位の内腔２７２０は、近位の内腔２７２２と同じ広がりを持ち、
内部の頂部２７２５から遠位端２７０５まで延在し、押しワイヤー９５のみを受け入れる
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ように（つまり、遠位の内腔２７２０は、探り針９０の直径よりも小さな直径を有する）
サイズが合わせられる。
【０１１９】
　図３０は、図２７Ａから図２９Ｂの様々な部分及び拡大図で示されるような先頭部先端
２７００を有する刺激先頭部７００の斜視図である。図３０は、先頭本体７０１及び適所
における電極７０４を有し、かつ先頭部先端遠位端２７０５を超えて延在する保持機構２
７０３を有する刺激先頭部７００を示している。先頭本体７０１は、先頭部先端２７００
を近位端２７１０に沿って連結する。先頭本体７０１の内径と先頭部先端の外径との間で
、近位端２７１０と外部の頂部２７１５との間で、適切なサイジングが見つかる。典型的
に、先頭本体７０１及び先頭部先端２７００は、外部の頂部２７１５と先頭部先端近位端
２７１０との間の領域を用いて連結される。
【０１２０】
　明瞭にするため、先頭部先端２７００へ取り付けられる先頭本体７０１は図示されてい
ない。探り針９０及び押しワイヤー９５は、先頭部先端２７００に到達する前に先頭本体
７０１を通過するだろう。先頭本体７０１が除去された状態で、探り針９０、押しワイヤ
ー９５、保持機構２７０３と、先頭部先端２７００との間の相互作用は、より容易に理解
される。
【０１２１】
　図２８Ａから図２９Ｂは、保持エレメント２７０３と先頭部先端２７００との間の協調
を図示する。図２８Ａ及び図２８Ｂは、押しワイヤー９５が近位の内腔２７２２を通して
進められ、内部の頂部２７２５を超え、先頭部保持機構近位端２７０６（図２８Ｂ参照）
に接触する場所である先端２７００の内部の断面図を図示する。図２８Ａは、遠位端２７
０５を超えて保持機構２７０３を進める押しワイヤー９５の前進を示す。図２９Ａ及び図
２９Ｂは、先頭部を超えて遠位端２７０５へ保持機構２７０３をさらに進めるため、押し
ワイヤー９５の継続的な前進を図示する。図２９Ｂに図示される実施形態では、形づくら
れた近位端２７０６が遠位の内腔２７２０の壁と係合するまで、先頭部２７００内で保持
機構２７０３を遠隔で進めるために、押しワイヤー９５が用いられる。遠位の内腔２７２
０の壁と、保持機構近位端２７０６の外部形状あるいは表面とは、遠位の内腔２７２０の
壁と、近位端２７０６との間の係合を可能にするように、補足的な形状、機構、突起、凹
部、あるいは他の適当な嵌合する表面を有する。
【０１２２】
　先端２７００及び保持機構２７０３を有する先頭部７００の挿入は、図２７Ａから図２
９Ｂを参照して記述される。先頭部７００は、先頭部先端２７００（図２７Ａ及び図２７
Ｂ）内で適所に、示されるような探り針９０で皮膚を通して典型的に案内される。導入す
る探り針９０が保持エレメント２７０３を押さないように、先頭部先端２７００は形成さ
れている。先頭部７００が正確に最終の治療位置に存在すると考えられるとき、探り針９
０は除去される。図２８Ａ及び図２８Ｂは、先頭部７００に挿入され、保持エレメント２
７０３に接触し押すまで進んだ押しワイヤー９５を示している。図２９Ａ及び図２９Ｂは
、保持エレメント２７０３が完全に延在するまで進められた押しワイヤー９５を示す。典
型的には、保持機構近位端２７０６は、図２９Ｂに示されるように遠位の内腔２７２０内
の適所にロックされるであろう。図２９Ａ、図２９Ｂ、及び図３０は、湾曲した又は他の
変形した形状と仮定した保持機構２７０３を示す。変形した保持機構２７０３の形状は、
少なくとも２つの目的の役目を果たす。一つの目的は、先頭部及び先頭部先端に対して適
所に保持エレメント２７０３をロックすることである。もう一つの目的は、刺激位置の近
くの体内の適所に先頭部遠位端２７０５の位置を保持することである。図示する実施形態
では、近位端２７０６及び先頭部先端内腔２７２０は、保持エレメント２７０３が先端部
の遠位端を完全に超えてあるいは先頭部先端内腔２７２０を完全に出て、延在しないよう
に、形成されている。要求がある場合、設計は、保持エレメント２７０３のそのような複
数の動作を可能にする機構を含むことができる。
【０１２３】
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　図２５から図３０に図示され記述される様々な実施形態は、先頭本体及び少なくとも一
つの電極を有する先頭部と、少なくとも一つの電極の近位にある先頭本体に沿って配置さ
れ、先頭部が体内に位置決めされたときに近くの組織に先頭部を傷つけずに固定すること
を支援する保持機構とを含むシステムを提供する。いくつかの変形例において、システム
は、制御可能で変形可能な部分を含んでいる。他のいくつかの変形例では、保持機構は、
先頭部を操縦するための第１配置及び保持機構として働く第２配置へ移動可能である。い
くつかの特定の変形例において、保持機構は、第１及び第２の配置へ可逆的に移動可能で
ある。さらに別の変形例において、保持機構は、探り針によって曲げない配置へ保持され
、探り針が除去されるとき、保持機構は保持配置へ移動する。
【０１２４】
　図３１Ａから図３１Ｄは、先頭部保持機構を有する先頭部の別の実施形態を図示する。
この実施形態では、先頭部保持機構は、編み組み（braided）保持部分３１００を含む。
編み組み保持部分３１００は、作動されたとき、編み組み保持機構へ形成された所定の曲
がる（buckling）領域を有して設計される。結果として、編み組み保持部分３１００は、
直線の形状（図３１Ａ）から図３１Ｂ、図３１Ｃ、及び図３１Ｄに示されるような曲げら
れた形状に設定可能である。編み組み保持部分３１００は、電極７０４を含む先頭部の部
分に、近位の、遠位の、部分的に重なる、あるいは完全に重なる、先頭本体７０１に取り
付け可能である。
【０１２５】
　編み組み上の曲がる領域は、多くの方法で生成することができる。例えば、編み組みは
それ自身、曲がる領域で変更可能である。それらの領域における、編み組み繊維角度、密
度、数及び／又は直径のような編み組みの物理的特性は、変更領域が優先的に曲がるよう
に改良される。あるいは、編み組みは、未変更のままでありうるが、ある領域が曲がるよ
うに、処理又は調整を受けることができる。例えば、編み組みの曲がらない領域は、フィ
ルムあるいは他の増強物質で覆うことができる。図３１Ｃは、そのような機能を行なう補
強チューブ３１１５Ａ～Ｄを図示する。曲げの領域を生成するための別の手段は、曲げモ
ードがその領域で好ましいように、加熱する、ファイバーの先端を切る、編み組みを操作
する、ことにより、曲がる領域を弱めるものである。代わりに、曲がりが編み組み構造の
非補強領域で発生するように、編み組み部分は、編み組み構造の補強領域により形成可能
である。
【０１２６】
　編み組み構造のこの形態の一つの例示的な実施形態は、図３１Ａに図示される。図３１
Ａは、先頭本体７０１上に設けられた、編み組み構造３１０５の断面図である。管状強化
材３１１５Ａ～３１１５Ｄは、編み組み構造３１０５に沿って設けられ、編み組み構造３
１０５の部分を強化する。結果として、非補強編み組み部分３１００Ａ～３１００Ｄが残
る。動作されたとき、管状強化材３１１５Ａ～３１１５Ｄ間の距離は、図３１Ｂ及び図３
１Ｃに示されるように、曲がりの生成、あるいは非補強編み組み部分３１００Ａ～３１０
０Ｄの変形を減少させる。
【０１２７】
　編み組み保持部分３１００は、先頭本体７０１に取り付け可能、あるいは先頭本体７０
１の部分として形成可能であり、代わりに、編み組み保持部分３１００は、先頭本体が注
入された後、先頭本体７０１に沿って設けることができる。
【０１２８】
　例示的な注入手順は、探り針及び導入針を用いて、先頭部の配置を含むことができる。
一旦、先頭部が適所に存在すれば、手術針は除去され、探り針は、先頭本体内で適所に残
る。編み組み固定部分３１００は、先頭本体７０１に沿った部分３１００を滑らせるため
に用いられる配備ツール又は装置に取り付けられている。部分３１００の直径は、先頭本
体７０１の外径よりわずかに大きくなるように選択される。クランプする、波形にする、
あるいは別の方法のために使用される装置は、先頭本体７０１上で部分遠位端３１０１を
所望位置へ固定する。その位置は、遠位、近位、先頭本体７０１の一若しくは複数の電極
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７０４と部分的に重なる、あるいは完全に重なる位置である。次に、装置は、曲がり若し
くは変形を生成するために、部分３１００を軸方向に圧縮するために用いられる（図３１
Ｂ、図３１Ｃ、及び図３１Ｄを参照）。したがって、装置は、近位端３１０２を先頭本体
７０１へクランプする、波形にする、あるいは他により固定するために使用される。曲げ
られ又は変形される部分３１００Ａ～３１００Ｃは、先頭本体から突出し、先頭部７００
の移動を防止する、あるいは最小化するために、周辺組織又は構造に係合する。
【０１２９】
　別の実施及び配備シナリオにおいて、編み組み部分３１００は、既に先頭本体７０１に
取り付けられているので、配備ツールは用いられない。先頭部は、刺激を与えるために位
置決めされる。次に、作動ロッド又はワイヤーが編み組み部分３１００に（あるいは代わ
りに既に取り付けられている）取り付けられる。ロッド又はワイヤーの移動は、図３１Ｂ
、図３１Ｃ、及び図３１Ｄに示される曲がり／変形を生成する。一旦、曲げられたならば
、編み組み部分３１００は、任意の適当な方法を用いて先頭本体に固定される。
【０１３０】
　この実施形態は、従来の先頭部固定を越える多くの利点を提供する。先頭部が目標の狭
い側部に送達されたとき、編み組み保持部分は、単純で、非侵襲性で、可逆的で、反復可
能な先頭部固定を可能にする。編み組み保持装置は、その位置を維持するために、縫合又
は外科的処置を必要とせず、患者への最小のインパクトで皮膚を通して挿入又は除去する
ことができる。編み組み保持装置は生体組織に合致し、このことは、近くの組織へ炎症及
び損傷の可能性を減じるという長所を有する。編み組み構造は、血管又は隣接した神経を
傷つけるシャープな形状を含んでいない。
【０１３１】
　編み組み保持構造の変形及び別の形態が可能である。編み組み、あるいは他の構成部分
は、先頭部の固定に時間が限られている場合に使用可能である再吸収可能な高分子材料か
ら形成可能である。ポリマーは、先頭本体、チューブ、あるいは編み組みに用いることが
でき、透視下で、編み組み保持構造を可視にするため、放射線不透過性、他のより糸、あ
るいはマーカーを含むことができる。装置の構成部分は、ニチノール、ステンレススチー
ルなどの金属で作ることができ、金属とポリマーの組み合わせを含むこともできる。編み
組み保持構造の変形した形状は、異なる考察に依存して、曲がり形状の外径及び幅、曲が
り形状間の距離、編み組みの堅さ等のような、いくつかの異なる選択肢を提供可能である
。編み組みの変形タイプは、成長する組織の効果を最大にするために使用可能であり、編
み組み形成に選択された材料は、組織の成長を促進可能であり、あるいは編み組みは、組
織の成長を促進するように選択された材料で覆うことができる。編み組み及び材料のタイ
プの変更は、曲がりを引き起こすために必要とされる、作動力を減少あるいは増加するた
めに使用可能である。装置は、挿入の間、その形状が円筒状に変化するように引張力が作
用するように、あるいはそれを変形させるために圧縮力が要求されるように、製造するこ
とができる。動作は、変形量を変化させるために変更可能であり、それにより、つり合っ
た曲がりを提供する。つり合った曲がりは、状況下でユーザーが適切と感じるのに一致す
る曲がり量をユーザーが制御することを可能にする。一つ以上の編み組み部分が先頭本体
に配置可能であり、例えば、一つの遠位部及び刺激電極への一つの近位部である。図３１
Ａ～図３１Ｄの実施形態は、３つの類似した大きさ及び形状の編み組み部分３１００Ａ～
３１００Ｃを図示する。より多くの若しくはより少数の編み組み部分が使用可能であるこ
とは勿論であり、これらの編み組み部分は、相対的に異なる大きさ及び形状であってもよ
いことは勿論である。
【０１３２】
　図３１Ａから図３１Ｄに図示され記述される様々な実施形態は、先頭本体及び少なくと
も一つの電極を有する先頭部と、少なくとも一つの電極に近位の先頭本体に沿って配置さ
れ、先頭部が体内に位置決めされたとき近くの組織に傷つけずに先頭部を固定することを
支援するように構成された保持機構とを含むシステムを提供する。いくつかの変形例にお
いて、システムは、制御された曲がり点を有する編み組み部分を含む制御可能で変形可能
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な部分を含んでいる。
【０１３３】
　保持機構、エレメント、装置、及び部分、並びに、本明細書に記述された先頭部の少な
くとも部分は、組織の成長を促進するように変更可能である。組織の成長は、多くの方法
で促進可能である。保持機構を作製又は形成するために選択された材料は、組織の成長を
促進するための微視的なあるいは巨視的な性質、特性、又は特徴を有するので、選択可能
である。組織の成長は、先頭部の保持エレメント、部品、機構、区域あるいは部分を組織
成長促進特性を有する物質で被覆することでも促進可能である。本明細書に記述された、
製造及び／又は組織保持機構の被覆に使用可能な例示的な材料は、組織の成長場所を提供
するために選択された材料の孔サイズを有する多孔性物質を含んでいる。そのような多孔
性物質の他の例は、いわゆる小柱金属技術及び繊維金属を含む。これらの材料は、骨イン
プラントへの骨の成長を促進するために整形外科技術にて使用される。そのような成長材
料を有する整形外科インプラントの種類は、Zimmer社のような整形外科の会社から商業的
に入手可能であり、さらに、www.zimmer.comにさらに記述されている。組織成長材料は、
骨の成長よりも組織成長を促進する孔サイズを有する成長表面を有する改良された繊維金
属及び／又は小柱金属である。成長材料の孔サイズ及び他の特徴は、所望の注入場所及び
利用可能な組織タイプのような様々な要因に依存して調節されるだろう。
【０１３４】
　組織成長材料は、本明細書に記述した保持機構を形成する又は覆うために使用可能であ
る。その結果として、ここで用いられる多孔性物質の特徴は、保持機構を形成する又は覆
う多孔質構造内へ軟繊維の成長を促すためになされる、孔サイズ、密度及び配列の変更を
含むであろう。
【０１３５】
　組織の成長を促すのに適した材料は、本明細書に記述したいずれの保持機構をも形成す
るために使用可能である。例えば、多孔性物質は、丸、平坦、楕円、長方形のような選択
された断面、あるいは他のいずれの選択された断面形状を有するワイヤー形状に形成する
ことができる。次に、多孔性物質のワイヤーは、本明細書に記述したようなコイル状の保
持機構に作製される。あるいは、多孔性物質は、被覆として、又は、本明細書に記述した
いずれの保持機構のような保持機構に接着される、接合される、固定される、あるいは取
り付けられる層として提供可能である。
【０１３６】
　個々の保持機構の全体の寸法、先頭本体に沿った一つ若しくは複数の保持機構の間隔、
別の先頭部における例えば電極のような構成部分からの一つ若しくは複数の保持機構の間
隔、あるいは、一つ若しくは複数の保持機構の支持に使用される先頭本体の長さは、多数
の要素及び考察に依存して変わるであろうことは勿論である。保持機構の配置及び寸法に
関する一つの考察は、目標の神経組織と予期される保持場所との間の距離である。目標の
神経組織と予期される保持場所との間の距離が小さい場合、目標の神経組織部位に存在す
る電極と、保持場所の組織に係合するであろう保持機構との間の間隔もまた小さいであろ
う。図３Ａに図示する実施形態において、目標の神経組織はＤＲＧを含むが、しかし、保
持機構７０６は、その場所からいくらかの距離、２～１０ｃｍの間であるような、間隔を
置かれる。間隔は、先頭部構成に近位か、あるいは遠位である方向において測定可能であ
る。図３Ａに図示する実施形態において、保持機構７０６の間隔は、最も近位の電極７０
４からの近い方向において示されている。これに対し、図３Ｂに図示する実施形態では、
保持機構７０６の間隔は、最も遠位の電極７０４からの遠位の方向に示されている。図３
Ｂ、図１Ｂ、及び図２は、また、遠位に装着された保持機構がどのように先頭本体の遠位
端の近くにとどまるかを図示している。別の考察は、それが先頭本体に関するように、保
持機構の長さ又は範囲である。この考察もまた、特定の保持機構デザインに依存して変化
する。図１Ａ及び図１Ｂの保持機構７０６における個々の髭７１２を考察する。先頭本体
の軸方向に沿って配置される複数の個々の髭７１２がある。同様に、図４から図９Ｃでは
、保持機構８０６は、先頭本体の軸方向に沿って延在するコイル８１２にて形成されてい
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る。特定の実施形態について言及しているが、本明細書に記述された実施形態において、
全ての保持機構は、保持機構が目標の神経組織に対して先頭部を固定するところの特定の
生理学的状況及び場所に適合するように変更及び構成可能であることはもちろんである。
個々の保持機構のサイズ、間隔、範囲、及び他の物理的特性は、上述の考察に基づいて選
択される。
【０１３７】
　図４に類似する実施形態の一つの特定の実施例において、保持機構８０６の遠位端と、
最も近位の電極８０４との間の間隔は、約５ｍｍ、あるいは５ｍｍから１０ｃｍまでの範
囲内にある。保持機構８０６の長さ（つまり複数のコイル８１２の長さ）は、約１ｃｍで
あり、０．５ｃｍから１．５ｃｍの範囲内で変更可能である。
【０１３８】
　図４から図９Ｃに図示され記述される、コイル状の保持機構の一つの特定の実施形態に
おいて、コイルはワイヤーから形成されている。ワイヤーは、押し出され、平らにされ、
あるいは一般に長方形の断面形状に処理される。コイル状の保持機構に形成されたとき、
一般に長方形状の円形化の程度は、周辺組織へほとんど又は全く損傷がない（つまり、バ
リ、粗いあるいはシャープなエッジがない）という可能性を減じるために調整されること
ができる。その後、ワイヤーは、本明細書に記述したいずれのコイル状の保持機構に形成
され、希望するように先頭本体に取り付けられる。いずれかの特定の実施形態において、
コイル巻線のピッチは、例えば、コイルであるいはコイルの周りでの組織の成長を高める
ように、組織に係合され保持されるコイルの可能性を高めるように、並びに、特定のコイ
ルデザイン及び注入場所によって決定される他の要因にて、調整可能である。保持機構で
の一又は複数におけるコイルのピッチは、一定又は可変であってもよい。一つの場所での
コイルのピッチは、その場所で接触すると予期される組織のタイプに基づいて選択可能で
あり、一方、同じ先頭本体の別のコイルは、第１の保持機構と係合する組織とは異なる可
能性がある別の場所でそのコイルが体と係合するので、異なるピッチを有することができ
る。
【０１３９】
　一つの特定の実施例において、直径０．００７”のＰｔ／１０％Ｉｒワイヤーは、ほぼ
０．００３インチ×０．０１３インチの寸法を有し丸められた長方形状に平らにされる。
平らにされたワイヤーは、従来の巻線プロセスを用いてコイル状にされる。コイル間のピ
ッチは、上述した理由のため巻線プロセスの間、変更することができる。マンドレルから
除去されると、巻き付けられたワイヤーは、約０．０３７インチの外径へ緊張が解かれる
。コイルは、適用例及び上述の考察に依存して種々の長さに変更されて形成可能である。
コイルの長さは、適用例に依存して、２ｍｍから２０ｍｍまで変更可能である。５ｍｍの
長さのいくつかの特定のコイルがテストされた。例示のコイルピッチとしては、１インチ
当たり２４のネジ山（ＴＰＩ）で、これは０．０４２インチのネジ間隔になる、３４ＴＰ
Ｉ、これは０．０３０インチのネジ間隔になる、及び５８ＴＰＩ、これは０．０１７イン
チのネジ間隔になる。
【０１４０】
　代わりのいくつかの実施形態において、本明細書に記述した保持エレメント、機構、又
は部分の全てあるいは一部は、ニチノール構成部分を含むことができ、これは、保持エレ
メントが体内に注入されたとき、周辺組織により生成される熱が保持形状に変形する保持
機構に帰着するように構成されたエレメントである。
【０１４１】
　他の追加の実施形態において、探り針９０あるいは押し棒９５により実行される機能は
、バルーンにより取り替えられる。これらの別の実施形態では、バルーンは、普通に変形
するエレメントに必要な堅さあるいは反対の釣り合い力を提供するように膨張する。バル
ーンをしぼませる又はバルーン圧力を解除することは、探り針９０あるいは押しワイヤー
９５の除去と同様の結果を提供する。バルーン圧力又は体積の調整は、探り針９０あるい
は押しワイヤー９５の移動と同様の結果を生成する。
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　いずれの保持機構７０６も、任意的に、生物分解性あるいは生体吸収可能性であっても
よい。
【０１４３】
　本明細書に記述された様々な別の保持機構の実施形態は、所望の注入場所内に先頭本体
の位置を維持する受動的な保持能力を提供する。そのようなものとして、本明細書に記述
された種々の先頭部保持の実施形態は、細長い本体を有し該細長い本体に沿って配置され
た少なくとも一つの電極を有する目標の神経組織を刺激するための先頭部と、少なくとも
一つの電極の近くで先頭本体に沿って配置され目標の神経組織の近くの組織に細長い本体
を固定するのを支援するよう構成された受動的な保持機構とを提供する。一つの態様にお
いて、受動的な保持機構は、摩擦によって固定するのを支援する。別の態様では、受動的
な保持機構の表面の少なくとも一部は、先頭部が体に注入されたとき、受動的な保持機構
の表面と周辺組織との間の摩擦を増加するように処理されている。さらに別の態様では、
受動的な保持機構は、組織成長によって固定するのを支援する。いくつかの代替において
、受動的な保持機構は、少なくとも一つの電極が目標の神経組織を刺激している間、非神
経組織に固定するのを支援するような場所に、先頭本体に沿って配置される。一つの態様
において、目標の神経組織は、後根神経節を備える。別の態様では、受動的な保持機構は
、コイルを備え、あるいは、コイルは、細長い本体とを実質的に同軸に配置される。さら
に別の変形例では、受動的な保持機構は、予め規定した方法で曲がるように構成された編
み組み構造を備える。代わりの別の対応では、受動的な保持機構は、先頭本体に沿った軸
方向の移動に関して固定される。さらに別の実施形態において、受動的な保持機構の最も
遠位の端は、少なくとも一つの電極の最も近位の電極の近くでおよそ５ｍｍから２ｃｍに
配置される。
【０１４４】
　保持機構７０６が縫合技術と組み合わせて任意に使用可能であることは勿論である。さ
らに、保持機構７０６は、限定されないがケーブル先頭部、経皮的刺激先頭部、及びパド
ル式刺激先頭部を含む、種々の異なるタイプの先頭部を固定するのに使用可能である。
【０１４５】
　上述した発明は、明りょうな理解のため、図示及び例によって詳しく記述したが、種々
の代替物、変更物、及び等価物が使用可能であり、上述の記載は本発明の範囲を制限する
ものとして取られるべきでないことは明らかであろう。
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